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令和７年の概観

　令和７年は、株価が史上初めて５万円を突破し、賃上げの普及や定着、投資

の拡大など、日本経済が着実に前進した一年だった。厳しさを増す安全保障環

境や、激甚化する自然災害、急速に進む人口減少など、大きな時代の転換点を

迎える中で、国民が暮らしの安心とゆとりを感じられる社会の実現に取り組ん

だ。

　１月24日召集の第217回通常国会では、賃上げと投資が牽引する成長型経済

への移行に向けた施策を盛り込んだ、過去最大となる総額115兆1,978億円の「令

和７年度予算」が成立した。少数与党として厳しい国会運営が求められたが、

幅広い合意形成が図られるよう、各党・各会派と真摯に協議を重ね、責任ある

立場で議論を尽くした。

　３月９日に開催した第92回自民党大会では、立党70年記念大会と位置付け、

立党の原点である「政治は国民のもの」との精神に今一度皆で立ち返るととも

に、７月の参院選を党一丸となって勝ち抜く決意を固めた。

　４月、米トランプ政権による関税措置を受け、わが党は「米国の関税措置に

関する総合対策本部」を設置し、政府と連携して現場の声を伺いながら、資金

繰りや雇用といった国内対策に取り組んだ。

　第27回参議院選挙は７月３日公示、20日投開票の日程で実施された。わが党

は「日本を動かす 暮らしを豊かに」をキャッチフレーズに、次の時代の日本

のために責任ある政策を訴えたが、多くの国民から厳しい声をいただき、比較

第一党は維持したものの、過半数を割り込む極めて厳しい結果となった。

　これを受け、７月31日に「第27回参議院議員通常選挙総括委員会」を立ち上

げ、参院選の結果分析や課題の洗い出しに向け、様々な観点から検証を行った。

その上で、検証結果を報告書として取りまとめ、党再生への誓いとして「解党
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的出直し」に取り組み、真の国民政党として生まれ変わる決意を示した。

　９月７日、石破茂総理・総裁は、総裁を辞任する意向を示した。同22日に総

裁選挙が告示され、小林鷹之候補、茂木敏充候補、林芳正候補、高市早苗候補、

小泉進次郎候補の５名が立候補し、党の立て直しに向けて白熱した政策論争を

繰り広げた。10月４日、高市早苗候補が第29代総裁に選出された。

　同７日、高市新総裁は、麻生太郎副総裁、鈴木俊一幹事長、有村治子総務会

長、小林鷹之政調会長、古屋圭司選対委員長らを選任し、党の総力を結集して

山積する内外の課題解決に取り組む態勢が整えられた。

　10月10日、公明党から連立政権を離脱するとの意向が示された。わが党は責

任政党として政治の安定を築くべく、基本的な考え方が一致している各党・各

会派との間で協議を行い、同20日、日本維新の会との間で連立合意に至った。

　10月21日召集の第219回臨時国会では、高市総裁が第104代内閣総理大臣に指

名され、憲政史上初めてとなる女性総理が誕生した。国民の今の暮らしや将来

の不安を希望に変えるとの強い決意の下、「決断と前進の内閣」として高市内

閣が発足した。所信表明演説では、日本の成長の底上げを図るとの考え方の下、

「責任ある積極財政」で「強い経済」をつくり、日本列島を強く豊かにしてい

く覚悟を示した。

　11月21日、高市政権は、物価高対策に加え、国の成長や社会課題の解決に資

する戦略的な投資の推進に向けた施策などを盛り込んだ、事業規模21.3兆円と

なる総合経済対策を取りまとめた。12月16日には、この経済対策の裏付けとな

る「令和７年度補正予算」を、野党を含む幅広い賛成を得て成立させた。

　同19日、日本の将来を見据えた施策や投資を戦略的かつ積極的に進め、息の

長い成長を実現するための「令和８年度税制改正大綱」「令和８年度予算編成

大綱」を策定した。これを踏まえ、同26日、一般会計で約122.3兆円となる「令

和８年度予算案」が決定した。

　外交においては、変化の激しい国際社会の中で、自由で開かれた国際秩序の
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維持・強化に向け、日米同盟の強化をはじめ、ASEAN関連首脳会議、APEC

首脳会議、G20など、あらゆる機会を通じて、各国と幅広い分野における連携

強化を確認した。

　わが党は今後も、地域に根差した唯一の国民政党として、国民の不安に寄り

添い、未来への希望を育む責任をしっかりと果たすべく取り組んでいく。

主な選挙結果

　令和７年は、第27回参議院選挙が７月３日公示、同20日投開票の日程で行わ

れた。わが党は「日本を動かす 暮らしを豊かに」と題した選挙公約の下、「強

い経済」「豊かな暮らし」「揺るぎない日本」を責任政党３つのビジョンとして

掲げ、選挙戦に臨んだ。今回の選挙は改選定数の124議席および東京都選挙区

における補欠選挙（欠員１）を合併した、合計125議席を争った。

　選挙の結果、わが党の獲得議席は改選52議席を下回る39議席（選挙区27、比

例代表12）にとどまり、自民・公明の連立与党としても、参議院全体の過半数

に３議席届かず、一昨年の衆議院総選挙に続き、参議院においても少数与党と

なった。選挙区では、32ある一人区のうち、福島や佐賀をはじめいくつかの選

挙区で終盤の劣勢報道から「粘りの戦い」で最終的に競り勝ったものの、全体

では14勝18敗と負け越し、13の複数区では、大阪府選挙区（改選定数４）で議

席を失った。比例代表の得票数は約1,280万票で、前回獲得した約1,825万票か

らおよそ545万票の減少となった。投票率は選挙区・比例代表共に58.51％であ

り、前回（選挙区52.05％、比例代表52.04％）をそれぞれ６％以上上回った。

　選挙の結果を受けてわが党は「第27回参議院議員通常選挙総括委員会」を設

置し、候補者や地方組織、有識者などからのヒアリングを重ね、参院選の結果

分析や今後の課題などを記した「国民政党としての再生に向けて」と題する報

告書を９月２日に取りまとめた。
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　昨年はこの他に、10の知事選挙（山形、岐阜、千葉、福岡、秋田、和歌山、

茨城、三重、宮城、広島）と７の政令市長選挙（千葉、さいたま、仙台、横浜、

岡山、川崎、神戸）も行われ、このうち８の知事選挙（山形、岐阜、千葉、福

岡、和歌山、茨城、三重、広島）と３の政令市長選挙（千葉、岡山、神戸）で

わが党が推薦した候補者（県連推薦・支持・支援など含む）が当選した。また、

沖縄県内においても多くの各級選挙が実施され、４市（沖縄、浦添、うるま、

石垣）でわが党推薦候補者が勝利した。

　本年も全国各地で選挙が始まっており、既に実施されたものも含め、12の知

事選挙（福井、山口、長崎、石川、京都、新潟、滋賀、長野、香川、沖縄、福

島、愛媛）、３の政令市長選挙（新潟、熊本、福岡）など、重要選挙が予定さ

れている。わが党は、高市早苗総裁の下に挙党体制を確立し、各級選挙での必

勝を期す決意である。

政策活動

　昨年、わが党は衆議院での少数与党という立場から、当初予算や税制改正を

めぐる政策形成において、他党との連携と合意形成がこれまで以上に重要とな

った。また、７月に実施された参議院選挙の公約策定に向けては、全国政務調

査会長会議を通じて地域の意見を丁寧に汲み取り、政策に反映させる取組みを

進めた。

　さらに、政務調査会各機関における活発な議論と政策提言を通じて、政府が

策定する「骨太の方針2025」および「新しい資本主義のグランドデザイン及び

実行計画2025年改訂版」に、党の重要政策を着実に盛り込むことができた。

　10月には、公明党との26年にわたる連立政権などの協力関係が解消され、新

たに日本維新の会と12項目に及ぶ連立合意書を締結し連立政権を樹立した。５

つの政策協議体を立ち上げるなど、政策協議を精力的に進め、法案提出などの
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具体的な成果にもつなげた。加えて、「強い経済」の実現に向けた総合経済対

策や、令和７年度補正予算の成立にも尽力した。

　これらの政策活動の詳細は以下の通りである。

１．主な政策活動

（１）参議院選挙における選挙公約の策定

　一昨年の総選挙の反省を踏まえ、昨年の参院選では、選挙公約に、“国民と

わが党との約束”ともいうべき施策全般を盛り込むとともに、選挙戦に際して

の発信は、特に国民の関心が高い施策に絞り込んで行うこととした。

　このような観点から、４月４日に開催した「全国政務調査会長会議」におい

ても、発信するべき政策を何件に絞り込むべきか、その中でどのような分野を

取り上げるべきかについて意見を聴取した。また、４月22日には「政調正副会

長・部会長会議」を開催。小野寺五典政務調査会長から、全ての部会長に対し、

公約に盛り込むべき事項の検討を指示し、５月23日には全ての部会から公約の

原案となる原稿を取りまとめた。

　今回の公約については、政権公約の作成からまだ十分な時間が経過しておら

ず、その実現も参院選の時点で進行中であるとの認識のもと、総選挙後の新た

な取組みや選挙中に特に訴えたい点に絞って、コンパクトでメッセージ性の高

いものにしようとの方針で策定作業を進めた。

　また、従来は、各部会等から提出された政策を、経済、社会保障、教育、地

方など、一定の柱立てに沿って整理して作成し、国民への発信も全体を漏れな

くアピールするという手法をとってきた。しかし、「総花的で何をやりたいの

か分からない」といった声も少なからず寄せられていたことを踏まえ、昨年の

参院選では、「公約そのもの」はこれまで通り政策全般を扱うこととしつつ、

一般の国民向けに発信するメッセージはできる限り絞り込み、わが党が描く「ビ

ジョン」を大づかみに示すものとした。
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　公約のタイトルは「日本を動かす　暮らしを豊かに」。続いて、公約の冒頭

で「１．強い経済」、「２．豊かな暮らし」、「３．揺るぎない日本」の３点を明

確に打ち出し、それぞれの象徴的な取組みを記載した。それ以降は、「（１）強

い経済、伸びる賃金」「（２）安全が安心を生む暮らし、『ひと』が中心の社会」

「（３）地方を元気に、日本を元気に」「（４）国を守り、世界で輝く」「（５）憲

法改正と不断の改革で、『国のかたち』を国民の手で」という柱立てに沿って、

各部会からの政策を記載した。

（２）米国の関税政策への対応

　米国が新たな関税政策を公表・発動させたことを踏まえ、わが党では「米国

の関税措置に関する総合対策本部」において、特に影響を受ける産業界から意

見聴取を行うとともに、現地視察も実施するなど、現場の実態に即した対策の

検討を進めた。その上で「米国の関税措置に関する第一次提言」を取りまとめ、

４月22日に小野寺政務調査会長から石破茂内閣総理大臣に手交、政府側も速や

かに対応し、同月25日には「米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ」を決

定した。

　その後、政府側の粘り強い交渉の結果、７月に米国と合意し、自動車および

自動車部品については、これまで25％の追加関税が課されていたが15％へと軽

減、数量制限なき引き下げを実現した。相互関税については、25％まで引き上

げるとされていたところを、15％にとどめることができた。さらに、日本企業

による米国への投資を通じて、経済安全保障上重要な半導体、医薬品など９つ

の分野等について、日米がともに利益を得られる強靱なサプライチェーンを米

国内に構築していくため、緊密に連携していくことを確認した。

（３）他党との政策協議

　一昨年に引き続き、予算案や法案等について広く野党の理解と賛同を得るべ
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く、公明党、立憲民主党、日本維新の会、国民民主党との政策協議を行った。

　自由民主党、公明党、日本維新の会は、２月25日に党首間で、いわゆる教育

無償化等４項目にわたる政策合意、３月３日に幹事長間で、いわゆる「103万

円の壁」への対応についての合意を踏まえ、令和７年度予算、令和７年度税制

改正法案について年度内成立させることを合意した。

　自由民主党、公明党、立憲民主党は、５月27日に幹事長間で、社会経済の変

化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法の一部を改正する等の法

律案について修正合意をした。

　自由民主党、公明党、日本維新の会は、６月６日に実務者間で、病床再編の

拡大や医療DXの加速化等、持続可能な社会保障制度のための改革を実行し、

現役世代の保険料負担を含む国民負担の軽減を実現するための合意をした。さ

らに６月11日には幹事長間で、三党の協議体における議論の成果を「骨太方針

2025」に反映させることも合意した。また、６月11日に、いわゆる「高校無償

化」に関する論点についても合意した。

　７月30日に自由民主党、公明党、立憲民主党、日本維新の会、国民民主党、

日本共産党の６党国対委員長間で、いわゆる「ガソリン暫定税率廃止法案」に

ついて、すみやかに与野党合意の上、法案を成立させ、年内のできるだけ早い

時期に実施することを合意した。これを受けて実務者間で協議を続け、11月５

日に年内の廃止に合意した。

　10月20日に自由民主党と日本維新の会は、12項目にわたる連立政権合意書に

署名した。連立合意書に基づき、与党実務者協議会を設置し、その下に、「政

治資金の在り方」「選挙制度」「憲法改正」「社会保障制度改革」「統治機構改革」

の５つの協議体を設け、精力的に協議を重ね、法案の提出等を実現した。

　いわゆる「103万円の壁」については、12月18日に、自由民主党と国民民主

党は党首間で合意し、自由民主党、日本維新の会、公明党、国民民主党の実務

者間においても合意した。
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　12月18日に、自由民主党、公明党、日本維新の会は、三党合意に基づく、い

わゆる「高校無償化」に関する国と地方の関係について、学校給食費の抜本的

な負担軽減（いわゆる給食無償化）について合意した。

　12月19日には、OTC類似薬の保険給付の見直し等に関して、自由民主党と

日本維新の会は政務調査会長間で合意した。

　12月24日には、自由民主党、日本維新の会、立憲民主党、公明党の４党によ

る「給付付き税額控除」に関する実務者協議を開始した。

（４）政務調査会内の新たな機関の設置等

　４月に「日米関係の深化に関する総合戦略本部」（のちに「米国の関税措置

に関する総合対策本部」に改称）を設置。９月に「国家サイバーセキュリティ

戦略本部」を設置。10月に「インテリジェンス戦略本部」を設置し、党則79条

機関にあった「国土強靱化推進本部」と「行政改革推進本部」が政調に移管し

た。「宇宙・海洋開発特別委員会」を「宇宙開発特別委員会」と「海洋開発特

別委員会」に分割した。

２．全国政務調査会長会議の開催

　昨年も複数回の全国政務調査会長会議を開催した。

　昨年１回目となる４月４日の会議では、３カ月後に控えた参院選における選

挙公約や、国民向けの発信の仕方について議論を行った。また、この会議では、

初めての試みとして、会議の議題に関する事項について、あらかじめ都道府県

支部連合会連政務調査会長を対象としてアンケートを行い、その結果を共有し

つつ議論を深めた。

　また、小林鷹之政務調査会長の就任を受けて、10月30日にリモートで開催。

連立政権合意書の内容や経済対策等の当面の政策課題について議論を行い、経

済対策の策定に反映させた。
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３．国会提出法案の審査

（１）第217回通常国会

①　閣法・条約

　閣法58件、条約13件について審査を行い、党として了承した。

②　議員立法

　以下、20件の議員立法について審査を行い、党として了承した。

　○　政治資金規正法の一部を改正する法律案（企業・団体献金公開強化法案）

　○　政治資金規正法の一部を改正する法律案（構成員の意思尊重法案）

　○　特定生殖補助医療に関する法律案

　○　公職選挙法の一部を改正する法律案（ポスターの品位保持）

　○　公職選挙法の一部を改正する法律案（選挙運動に関する規格の簡素化）

　○　�地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法

律の一部を改正する法律案

　○　�地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律の一部を改正する法律案

　○　所得税法等の一部を改正する法律案に対する修正案

　○　地方交付税法等の一部を改正する法律案に対する修正案

　○　半島振興法の一部を改正する法律案

　○　山村振興法の一部を改正する法律案

　○　棚田地域振興法の一部を改正する法律案

　○　自殺対策基本法の一部を改正する法律案

　○　貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案

　○　�貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

案

　○　�スポーツ基本法及びスポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関

する法律の一部を改正する法律案
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　○　郵政民営化法等の一部を改正する法律案

　○　ギャンブル等依存症対策基本法の一部を改正する法律案

　○　行政書士法の一部を改正する法律案

　○　高次脳機能障害者支援法案

（２）通常国会後、第219回臨時国会まで

①　閣法

　閣法10件について審査を行い、党として了承した。

②　議員立法

　以下、８件の議員立法について審査を行い、党として了承した。

　○　�租税特別措置法及び東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律の一部を改正する法律案に対する修正案

　○　�愛知・名古屋アジア競技大会及び愛知・名古屋アジアパラ競技大会に関

する特別措置法案

　○　海洋基本法及び内閣府設置法の一部を改正する法律案

　○　国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律案

　○　�政治資金規正法の一部を改正する法律案（企業・団体献金公開強化法律

案）に対する修正案

　○　�政党等の政治資金の収入に関する制度の在り方に係る措置に関する法律

案

　○　運輸事業の振興の助成に関する法律の一部を改正する法律案

　○　衆議院議員の定数削減等に関する法律案

４．政務調査会として決定した政府への提言・決議等

　○　組織的な詐欺から国民の財産を守るための対策に関する緊急提言

　○　日本産水産物等の輸入規制撤廃に向けた外交努力に関する決議
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　○　�新たな食料・農業・農村基本計画の実効性確保のための農業構造転換集

中対策の推進等に関する決議

　○　米国の関税措置に関する第一次提言

　○　新たな情報通信成長戦略に向けた提言

　○　水政策・国土保全の推進に向けた提言

　○　�二○二七年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO2027）の円滑な準備及び

運営の成功に向けた緊急決議

　○　より豊かな国民生活の実現を目指す労働市場改革に関する提言

　○　令和８年度科学技術・イノベーション政策に関する決議

　○　世界一の「フュージョンエコシステム」の逸早い構築への提言

　○　量子産業エコシステムの始動に向けて～Quantum-Readyな日本へ～

　○　「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の策定にあたっての考え方

　○　�宇宙・海洋開発特別委員会～宇宙ビジネス新時代での官民一丸となった

挑戦に向けた提言～

　○　�国際協力調査会～時代に即した新しい形の日本の国際協力に向けた提言～

　○　�外交力の抜本的な強化を求める決議

　　　�～歴史的な激動の中にある世界において我が国と国民を守り抜くために～

　○　海洋の開発・利用の強力な推進に向けた提言

　○　新しい資本主義実行本部提言

　○　デジタル・ニッポン2025提言

　○　Web３提言～暗号資産を国民の資産形成に資する資産へ〜

　○　防災DX関係政策提言

　○　�サイバーセキュリティ対策の抜本強化に向けた提言

　　　～サイバーセキュリティ対策の「自律性」確保に向けて～

　○　デジタル人材育成に関する提言

　○　AIホワイトペーパー2025（提言）
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　○　データ戦略関係提言

　○　水産政策の新たな展開に関する提言

　○　文化立国実現に向けた国家戦略の構築提言

　○　日本Well-being計画推進特命委員会第八次提言

　○　地方創生2.0の起動に向けた提言～新地方創生本部シン・提言～

　○　放送コンテンツ産業の強化・振興に関する緊急提言

　○　「治安力」の強化に関する提言～安全・安心な日本を取り戻すために～

　○　防災庁設置に関する提言

　○　中小企業・小規模事業者政策調査会提言

　○　金融調査会提言2025

　○　食と農への消費者の理解醸成と行動変容に向けたPT提言

　○　知的財産戦略調査会提言

　○　孤独・孤立対策特別委員会提言

　○　「インフラシステム海外展開戦略2030」の実現に向けた提言

　○　森林資源による循環経済の実現に向けた提言

　○　沖縄振興調査会令和８年度の沖縄振興策の方向性について

　○　着実な道路整備・管理の推進に向けた決議

　○　有事を見据えた経済安全保障の確保及び骨太方針に関する提言

　○　「医療DX令和ビジョン2030」の実現と医療DXの進化に向けた提言

　○　創薬力の抜本的強化に向けた提言

　○　司法制度調査会2025提言

　○　外国人材等に関する特別委員会提言

　○　「こども・若者」輝く未来創造本部提言

　○　「女性版骨太の方針2025」に向けた提言

　○　革新的な取組による食品ロス削減・食品寄附の更なる促進に向けて決議

　○　今後のスポーツ立国の実現に向けて
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　○　農業構造転換集中対策の実施に向けた緊急決議

　○　再犯防止施策の充実のための提言

　○　財政改革検討本部提言

　○　住宅・都市分野における海外展開支援に関する提言

　○　国土強靱化の安定的・継続的推進を求める緊急決議

　○　東日本大震災復興加速化のための第14次提言

　○　「脱炭素、循環経済、自然再興の更なる高みを目指して」決議

　○　国民の安心と安全のための外国人政策第一次提言

　○　社会機能移転分散型国づくり推進本部提言

　○　「第５次食育推進基本計画」に向けた提言

　○　我が国造船業再生のための緊急提言

　○　�第７期科学技術・イノベーション基本計画に関する中間提言―科学技術

創造立国「再興の10年」への羅針盤

　○　外国勢力によるデジタル情報干渉に対する緊急提言

　○　総合経済対策に向けた提言について

　○　クマ被害の対応に向けた緊急提言

　○　教育立国調査会緊急提言～文系中心構造の大転換～

　○　中国の薛剣・駐大阪総領事の不適切なＸ投稿に対する非難決議

　○　外交力の抜本的な強化を求める決議

　○　新たな安全保障環境において求められる経済的措置に関する提言

　○　大規模太陽光発電事業の地域共生・規律強化に関する提言

　○　�「公正」「公平」「迅速」な給付を実行するための給付システムの構築に

向けた緊急提言

　○　�AIセーフティ・インスティテュート（AISI）の機能強化に係る緊急提

言
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５．令和８年度税制改正、予算編成に関する議論

（１）「令和８年度税制改正」等に関する議論

　自由民主党・日本維新の会による新たな連立枠組みのもと高市政権が発足し

た。新たに小野寺五典税調会長が就任し、税制調査会も新たな体制のもと力強

い経済成長実現へ向け、国民の目線に立った議論を進めた。

　令和６年12月のいわゆる「三党合意」等を踏まえ、令和７年７月30日の６党

国会対策委員長合意に基づき「ガソリン暫定税率の廃止」について各党との協

議を進め、令和７年12月31日にガソリン（揮発油税及び地方揮発油税）、令和

８年４月１日に軽油（軽油引取税）の暫定税率を廃止することで、６党の実務

者協議において合意した。

　また、いわゆる「103万円の壁」に関する議論については、税制改正大綱に

おいて物価上昇に連動して基礎控除等を引き上げる仕組みを創設することを決

定した。その年度改正の議論と並行して20回を超える与野党各党との協議を行

った結果、自由民主党・国民民主党の党首間で基礎控除・給与所得控除の最低

保障額を物価連動分に加える形で引き上げ、課税最低限を178万円に引き上げ

ることに合意した。この内容は日本維新の会、国民民主党、公明党との４党税

調会長間でも合意されている。

　高市政権初の年度改正となる令和８年度税制改正では、大胆な設備投資減税

の創設、研究開発や賃上げに関する租税特別措置についてインセンティブの強

化を行いつつ、中小企業向けの賃上げ促進税制は現行制度を維持する等、「強

い経済」を実現するためメリハリを利かせた見直しを行っている。

　また住宅ローン控除において中古住宅の支援を強化するほか、NISA投資枠

を子供世代へ拡充する。自動車関係では、米国関税の影響を緩和し、国内自動

車市場の活性化を図るとともに、自動車ユーザーの取得時における負担を軽減

するために環境性能割を廃止する等の国民生活に寄り添った改正も行う。

　防衛力強化に向けた財源確保策として、令和９年１月から所得税に税率１％
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の新たな付加税を課す。その際、復興特別所得税の現行の税率を１％引き下げ、

足元の家計負担は増加しない形で実行する。なお、復興特別所得税の期間を延

長し、復興財源確保には万全を期す。

（２）「令和８年度予算案」に向けた取組み

　わが党は12月19日、「令和８年度予算編成大綱」を策定した。

　同大綱では、「わが国はバブル崩壊後の長期停滞、リーマンショック、自然

災害や新型感染症の流行といった数々の困難を乗り越え、現在は成長型経済へ

の転換点にある。しかし、金利の上昇や賃金の伸びが物価上昇に追いついてい

ない状況等を踏まえ、今後は、物価上昇に見合った賃金成長と、社会保障制度

の持続可能性確保が重要となる。」と明記した。

　また、「責任ある積極財政」のもと、危機管理投資・成長投資を推進し、

AI・半導体など17の戦略分野に集中投資。中小企業支援や価格転嫁の徹底、

官公需の単価適正化や発注にも取り組む。防災・減災や国土強靱化、防衛力の

強化にも力を入れ、地方の成長力を全国に広げる。財政運営では当初予算と補

正予算の在り方を見直し、単年度主義を超えた中長期視点で持続可能な成長と

財政規律の両立を図ることを明記した。

　続く各論では、①大胆かつ戦略的な投資で強い経済を実現し、賃金・所得を

増やす②地方の「伸び代」を活かし、活力ある地方を再生する③防災・減災、

国土強靱化の強化で、現在と未来の生命を守る④全世代に安心をもたらす社会

を実現する⑤農林水産業の競争力を強化し、食料安全保障を確立する⑥質の高

い教育の実現と文化芸術・スポーツ立国を推進する⑦外交・安全保障の強化を

図り、国民の安全と繁栄を支える―の７つの柱に沿って、各部会で積み上げた

議論の成果を盛り込んだ。

　このような与党の政策も踏まえた令和８年度予算案は、与党手続きを経て12

月26日に閣議決定され、一般会計で約122.3兆円（前年度比7.1兆円増）で、過
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去最高の規模となった。

組織活動

　組織運動本部は参議院選挙をはじめとする各級選挙勝利のため都道府県支部

連合会と連携し必勝態勢の構築を目指して活動した。団体企業対策や遊説活動

をはじめ基幹組織の総力を結集し選挙支援を行う。各局においては党勢拡大お

よび120万党員達成に向け、総力を結集した取組みなど積極的な活動を展開。

総裁選挙においては党員投票業務に助力し公正公平な選挙管理を実施。参院選

の惨敗を受け、関係各局において総括を行った。国民政党としての再生に向け、

国民と共に歩む現実的保守政党として信頼回復に向けた運動を展開した。

　団体総局は、各級選挙の必勝、職域党員の拡大を期し、友好団体との関係強

化を推進した。まず、２月中旬から３月中旬の間、15関係団体委員会の正副委

員長が500を超える団体に対し、予算・税制等の要望への回答、参院選への支

援、党員獲得への協力を個別に要請した。また、３月には各種団体協議会加盟

551団体の代表および実務者を対象に「日常の政治活動と選挙運動」、「SNS等

を活用した効果的な選挙運動」をテーマに研修会を開催した。参院選公示前に

は、小野寺五典政務調査会長を説明者に、友好団体や経済界に対する「参議院

選挙公約に関する政策懇談会」を開催。選挙期間中は公認候補の必勝に向け、

党執行部および組織運動本部役員による主要中央団体への訪問を行うなど、各

種団体協議会加盟団体と連携し、選挙運動を積極的に展開した。11月上旬には、

政務調査会との共催による「予算・税制等に関する政策懇談会」を計32回開催

し、各種団体協議会加盟団体などから令和８年度予算編成及び税制改正に対す

る要望聴取を行った。

　地方組織・議員総局は、「120万党員獲得運動」を展開した。参院選対策とし

て、３月から５月にかけて小渕優子組織運動本部長、尾﨑正直地方組織・議員
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総局長が激戦が予想される選挙区の都道府県連役員と選挙態勢の強化に向けた

方策について協議を重ねた。

　政令指定都市議員連絡協議会は、政令指定都市議会議員連盟との合同総会を

11月に神戸市にて開催した。新藤義孝組織運動本部長が出席し、党勢拡大と結

束を呼びかけた。

　女性局は、即戦力となる女性候補者を発掘・育成するため「女性未来塾特別

講座女性候補者育成コース」を開講し、昨年第５期が修了。参院選では１名が

立候補し、当選にあと一歩まで迫った。さらに開講８年目を迎えた一般女性対

象の「女性未来塾」は、登録者数1,600名を超え、各分野に精通した国会議員

らのわかりやすい解説が高い評価を受けた。

　また各級女性議員を対象とした「政策ミーティング」を毎月開催し、政策課

題への知見を深めたほか、１泊２日の「全国女性議員政策研究会」も開催した。

　３月８日の国際女性デーでは、記念講演会を開催したほか、国際連合事務次

長からのメッセージ動画を公開するなど、女性の地位向上に努めた。また、８

月には約130名が群馬県を視察し、防災・減災政策や農業政策について見聞を

深めた。

　都道府県連女性局では、児童虐待防止「ハッピーオレンジ運動」のほか、女

性対話集会「いどばたキャラバン」や友好団体女性組織との意見交換会「ウー

マノミクス会議」を各地で開催し、党勢拡大に尽力した。

　青年局は、党改革の先頭に立つとの強い決意の下、全国から寄せられた声を

取りまとめ、石破茂総裁をはじめとする党執行部に対し複数回にわたり積極的

な申し入れを行った。

　参院選に向けては「総力結集プロジェクト」を展開し、青年局役員が青年世

代候補者の応援に入り、街頭演説会や意見交換会を通じて同世代への浸透を図

った。

　全国一斉街頭行動では、参院選に向けた遊説のキックオフと位置付け、例年
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以上に精力的に開催し、全国約150カ所で実施した。

　また「じみんとーまがじんvol.３」を刊行するとともに、より広範な層への

リーチを目的に動画コンテンツを作成。「世代交代」をテーマに若年層に向け

た発信を強化した。

　海外研修では台湾およびベトナムを訪問し、頼清徳総統（台湾）やルオン・

クオン国家主席（ベトナム）ら要人との意見交換を行うなどし、日台、日越そ

れぞれの青年世代交流促進の重要性を確認した。

　学生部は全国36組織へと拡大し、有志研修会や党本部での全国研修会を実施

するなど学生部全国協議会を中心に活発に活動した。

　労政局は、連合との年２回の政策懇談を重ね、近年の安定した交流の成果と

して20年ぶりに会長が自民党大会に出席。経営者代表とともに物価上昇を上回

る賃上げ実現のため協力を訴えた。潜在的自民党支持者の多い民間産別との交

流もさらに深まった。春闘においても２年連続で賃上げ率５％台を実現し、政

労使一体の取組みをはじめ、働く人々の生活と職場環境の更なる改善のため、

わが党の政策を広くアピールした。

　遊説局は、参院選において、わが党公認候補者当選に向け、総裁・党役員・

閣僚をはじめとした応援弁士を派遣した。東京都議選など重要選挙についても、

党役員・閣僚による応援を行った。

　６月には、領土・主権についての理解を深めるため、長島昭久組織運動本部

長代理・総理補佐官を講師に招き、第５回「党本部＆領土・主権展示館見学ツ

アー」を開催した。

　また、近年相次ぐ要人襲撃事件を受け、国民に身近な遊説活動と、警護強化

とのバランスを図るべく、党本部・地方組織と警察庁・都道府県警察との協力

体制の構築を図った。
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広報活動

　石破茂総裁の下、「国民の納得と共感」を得ることを目標に積極的な広報活

動を展開した。７月の参議院選挙では「日本を動かす 暮らしを豊かに」、９月

の総裁選挙では「＃変われ自民党 日本の未来を語れ！」をキャッチコピーに

掲げ、党の政策と姿勢を広く発信した。

　また、党広報公式キャラクター「じみたん」を制作し、SNSをはじめとする

各種媒体で活用するなど、より分かりやすく親しみやすい広報に努めた。

　高市早苗総裁の就任後は、誰もが読みやすい紙面づくりを目指した党機関紙

「自由民主」のリニューアルや、党公式SNSにおける役員会見テキスト全文掲

載などを通じ、一次情報の発信を強化した。これらの施策によりXのフォロワ

ーは1.7倍、YouTubeの登録者数は1.5倍に急増した。さらに政務調査会や組織

運動本部をはじめとする各部局との連携を深め、これまで以上に機動的な広報

に取り組んでいく。

＜広報戦略局＞

　広報戦略局は、石破総裁が掲げた「国民の納得と共感のもと、多様な国民の

声を反映した真摯な政策協議を行う」との方針を指針とし、夏の参院選に向け

て党の政策と政治姿勢を「迅速かつ平易」に伝えることを最優先課題として広

報活動を展開した。

　政局の節目には機動的に「The Jimin News号外」を発行。４月には米国の

関税措置への対応や物価高対策を盛り込んだ「日本の産業と雇用、あなたの暮

らしを守り抜く。」を発行し、国民生活を守る政策と決意を示した。

　５月から６月にかけては、「石破内閣の主な実績」に加え、「数字で見る経済

再生Q&A」「あの話題どうなった？身近な暮らしの課題解決」の計３種を制作
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し、政策成果の可視化に取り組んだ。インフォグラフィックを活用したデジタ

ル展開も併せて実施し、情報の浸透を図った。

　また、政治活動用ポスター「この国を動かす責任がある。」を制作するとと

もに、新広報キャラクター「じみたん」を導入し、幅広い層との新たな接点の

創出を図った。

　参院選では共通キャッチコピー「日本を動かす 暮らしを豊かに」を公約、

ポスター、ビラ、各種広告に統一して使用し、ブランドイメージの確立に努め

た。特にSNS向けの短尺動画を重点的に制作・発信し、ネット上での接触機会

の拡大を図った。

　９月の総裁選挙では「#変われ自民党 日本の未来を語れ！」をメインコピー

に採用し、開かれた議論の喚起と国民的機運の醸成に努めた。

　高市早苗総裁の選出後、12月には新たなキャッチコピー「日本列島を、強く

豊かに。」を決定。高市総裁の決意と情熱を象徴する２種類の新ポスターを発

表し、異例の36万部の印刷となるなど、大きな反響を得た。さらに、新政権の

取組みと総合経済対策をまとめた「The Jimin News号外」を２種発行し、党

所属各級議員の年末年始の地元活動を支援した。

＜ネットメディア局＞

　参院選では特設サイトを開設し、候補者情報、政権公約、選挙日程などを掲

載するとともに、新人候補者のプロフィール動画を制作し、党および候補者の

SNSで発信した。各候補者や都道府県支部連合会には、期日前投票の呼びかけ

や演説会情報などを発信できるテンプレート画像を配布し、広報活動を支援し

た。

　総裁選挙では特設サイトを設け、候補者情報や推薦人による推薦ポイントを

掲載するとともに、Ｘを活用して候補者のPRを行った。また、若者層へのア

プローチとして人気YouTuberとの生配信企画を実施したほか、総裁選挙関連
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行事の生配信を行い、広く情報を届けた。

　通常の活動では、ネット選挙事例、有料ネット広告、誹謗中傷対策などをテ

ーマとしたセミナーを開催した。さらに、若年層へのアプローチとして

TikTokアカウントを開設し、総裁による政策解説動画や動画クリエイターと

のコラボ企画を実施した。

　また、政務調査会と連携し、政調会長の定例会見や部会長への１分インタビ

ュー動画を制作・発信するなど政策議論の過程を見せる工夫で政治を身近に感

じてもらう取組みを充実。加えて、一次情報の発信とAI検索対策を兼ね、SNS

における役員会見のテキスト全文掲載を進めた。これらを通じて、Xのフォロ

ワーは1.7倍、YouTubeの登録者数は1.5倍に急増し、また、コメントや切り抜

き動画の多くが全体としてポジティブな方向へと転じた。

　党インターネット番組「カフェスタ」では、「米国関税措置をめぐる日米交渉」

や「責任ある積極財政」など重要政策について、担当大臣や党幹部による解説

番組を配信した。

＜新聞出版局＞

　機関紙「自由民主」では10月に紙面の字体を刷新し、ユニバーサルデザイン

字体を採用した。ルビも多用し、お年寄りから子どもまで幅広い世代に読みや

すい紙面づくりに努めた。

　また、党大会の内容や石破政権の政策を解説した党員・党友版を３月に発行

した。参院選公示日には公認候補者一覧や選挙公約を掲載した党員・党友版を

発行し、党勢拡大に資する紙面づくりを行った。総裁選挙では総裁公選規程に

基づき候補者５名の所見を掲載した機関紙を有権者に発送した。

　「自由民主」個人版では政策コンテンツを充実させ、党の政策や支部長の活

動を紹介した。

　女性誌「りぶる」では党の動きや暮らしに身近な話題を取り上げ、女性に親
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しまれる誌面づくりを行った。参院選では候補者の素顔を紹介する企画「すっ

ぴん！」を掲載し、候補者の人となりを伝えた。また、特集記事のショート動

画を制作しSNSで発信するなど、メディアミックスによる広報展開を行った。

＜報道局＞

　報道局では、地方メディアとの対話の強化を図った。

　参院選を見据え、各地域の選挙情勢や政策課題、各党支持層の動向について

多角的な意見交換を実施し、党勢回復に向けた課題を整理するとともに広報戦

略に反映させた。

　また、大手メディアによる月例世論調査の結果を党役員連絡会に継続的に報

告し、支持率の推移や政策への反応を分析することで世論動向の把握に努めた。

　さらに、党所属国会議員のメディア出演についてはテレビ・ラジオのみなら

ずYouTube番組まで幅広く情報を収集し、党公式ホームページ等を通じて国

民への迅速な情報発信を行った。

国会活動

　１月24日に召集された第217回国会は、少数与党として迎える初めての通常

国会となった。召集日の施政方針演説において石破総理は、「強い日本」、「豊

かな日本」に加えて、国民一人ひとりが自己実現を図ることができる「楽しい

日本」を目指すと述べた。経済政策では、「賃上げこそが成長戦略の要」とし、

「物価上昇に負けない賃上げを起点として、国民の所得と経済全体の生産性向

上を図る」との決意を表明した。

　予算委員会は、総予算の審査に先立ち、１月30日に元政策集団事務局長の参

考人招致を議決し、２月27日に非公開の形式で聴取を行った。本来は全会一致

であるべき参考人招致を多数決で議決するのは51年ぶりであり、係争案件の当
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事者を多数決で招致した初例となった。

　令和６年度補正予算と合わせて「賃上げと投資が牽引する成長型経済」へ移

行するためと位置づけられた総予算は１月31日から基本的質疑に入り、集中審

議５回や地方公聴会（群馬県、広島県）、初めての試みとなる省庁別審査３日

間を経て、３月４日に可決し、緊急上程の上、参議院に送付した。審議時間は

92時間に及ぶ。

　この間、国民民主とは「年収の壁」、維新とは教育無償化につき個別に協議

を重ね、最終的には与党と維新の賛成で修正するに至った。総予算の修正は橋

本内閣以来29年ぶり、減額修正は鳩山一郎内閣以来70年ぶりにあたる。

　参議院においては、高額療養費の自己負担額引き上げを見送る方針を受けて、

総予算は３月31日に再度修正され、衆議院に回付された。同日に衆議院で回付

案に同意し、国民生活に影響の生じないぎりぎりのところで年度内成立を果た

した。参議院で修正の上、成立するのは憲政史上初である。

　通常国会で成立した主な閣法は、サイバー攻撃を未然に防ぐ「サイバーセキ

ュリティ法」、人工知能開発を推進する「AI基本法」、課税最低限を103万円か

ら160万円に引き上げる「所得税法」、多子世帯の大学授業料を減免する「大学

等修学支援法」、食品産業の持続的な発展を図る「食品流通適正化法」、サプラ

イチェーンでの適切な価格転嫁を図る「下請代金法」、防災監設置など対策強

化を図る「災害対策法」などである。新規提出閣法59本のうち12本の閣法が修

正、最終的に58本の法案を成立させて、98%の高い成立率を達成した。条約は、

新規提出13本すべてが承認された。

　主な議員立法につき、選択的夫婦別氏制度に関しては、立憲、維新、国民民

主がそれぞれ議員立法を提出したことから、法務委員会において３案の審査を

行なった上で継続とした。企業団体献金に関しては、令和７年３月末に結論を

得ることで令和６年12月に政党間合意したことを受け、わが党は禁止より公開

を盛り込んだ「公開強化法」と「構成員意思強化法」を提出し、立憲、維新、
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有志、参政は「企業団体献金廃止法」を提出して審査に付したが、結論は出ず

継続となった。

　その他の議員立法では、サイト開設や誘導を禁止する「オンラインカジノ対

策法」、人口減少地域の活性化を図る「特定地域づくり事業推進法」、職責に関

する規定を設ける「行政書士法」、社会全体で子どもを助ける「自殺対策法」、

ポスターの品位を保持する「公職選挙法」など17本が成立および改正された。

　会期末が迫る６月になって、野党は参議院選挙向けに26本もの議員立法を矢

継ぎ早に提出したが、内容が杜撰な法案も散見された。

　とりわけ６月11日に立憲はじめ野党６会派から提出された「ガソリン暫定税

率廃止法案」は、７月１日を施行日とする性急極まるものであり、流通現場や

ガソリンスタンドの混乱と経営への影響、代替財源の確保など問題点の多い法

案であった。野党が財金委員会の開会を要求し、与党は実務者協議の継続を求

めたが、野党は井林辰憲財金委員長解任決議案を提出の上、多数でもって立憲

の委員長を選出する暴挙に打って出た。常任委員長配分は、円滑な議会運営の

ため総選挙後の各派協議会で決定し、先例により議長指名で決定しており、か

かる経緯を踏みにじる行為であった。この法案は会期末の６月20日、立憲の委

員長が職権で採決を決定、緊急上程され、衆議院を通過したが、参議院では審

査未了で廃案となった。

　衆議院における国会改革について、議運委員会の下に設置された国会改革協

議会において精力的に議論を重ね、定例日の原則開催と計画的運営、閣法の優

先審査、質問通告の早期化、議員定数削減に応じた常任委員数の削減、特別委

員会の改組、予算委員会基本的質疑における全閣僚出席の見直し、国務大臣不

在時の副大臣活用等につき与野党で合意し、議運理事会で申合せを行った。

　国会改革の一環として、党首討論（QT）につき、常会においては予算成立後、

４月、５月、６月の各月に１回は開催することで合意し、４月23日、５月21日、

６月11日の３回実施した。野党は夜間開催に強くこだわり、６月11日のみ前例
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とはせず、夕刻18時からの開催となった。

　調査研究広報滞在費（旧文通費）については、改正歳費法が８月から施行さ

れることを受け、両院議長の下、使途の報告と公開、残額返還の時期などにつ

き協議を重ね、１万円超の領収書等の写しの提出、報告書の３年間公開、残額

返還を報告書公開から20日以内とすること等を定めた新たなルールを決定した。

　憲法審査会は、与党の積極的な働きかけの下、衆院では９回にわたる自由討

議や参考人質疑、参院では６回の意見交換等を行った。衆院では、大規模災害

やテロ・内乱等による選挙困難事態における国会機能維持条項につき、わが党

を含む５会派から同幹事会に骨子案を提示し、憲法改正原案について条文案を

起草する委員会の設置を提案したが、立憲や共産などから賛同を得られず、具

体的な進展は見られなかった。

　７月20日に執行された参議院選挙では、非改選議席を合わせても自公で過半

数を割り込む結果となった。８月１日に召集された第218回臨時国会では、参

議院において正副議長を選出したほか、日米関税交渉の合意を踏まえ、衆参の

予算委員会で集中審議を行い、会期５日間で国会を閉じた。野党は先の通常会

で廃案となったガソリン暫定税率廃止法案を衆院に提出した。

　９月７日に石破総理が退陣を表明したことを受け、10月４日に議員投票・開

票が行われた総裁選挙で高市早苗新総裁が選出されると、連立の枠組みについ

ての政党間協議が進められた。26年にわたる公明党との連立が解消されること

となった一方、10月20日には、日本維新の会と新たに連立政権を樹立すること

で合意し、高市総裁は同日、国会内で維新の吉村洋文代表、藤田文武共同代表

と共に、連立政権合意書に署名を行った。

　第219回臨時国会は10月21日に召集され、高市総裁が第104代内閣総理大臣に

指名され、憲政史上初めての女性総理が誕生した。高市総理は新内閣を「決断
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と前進の内閣」と位置づけ、国民と共にあらゆる政策を前進させていく決意を

宣言した。

　所信表明演説は10月24日に行われ、総理は「責任ある積極財政」で暮らしや

未来への不安を希望に変え、強い経済を作る決意を強調し、物価高に苦しむ国

民生活を支えるため、ガソリン税等の暫定税率廃止や中小企業・医療・介護施

設への支援、賃上げ環境の整備等に取り組む方針を示した。外交日程を経て、

11月４日から代表質問、さらに７日から衆参それぞれ３日間の予算委員会が開

会され、物価高対策等の経済政策や外交安全保障、少子化対策をはじめ幅広い

分野において、新政権の基本的な姿勢について議論が交わされた。

　12月８日には「強い経済を実現する総合経済対策」を実行するための財政的

な裏付けとなる令和７年度補正予算案が提出された。一般会計の歳出総額18兆

3,034億円を計上した補正予算は、予算委員会において12月９日から基本的質

疑を２日間行い、同11日に集中審議と締めくくり質疑を行った上で、国民民主

党および公明党の賛成を得て衆議院を通過した。参議院では翌12日から質疑に

入り、16日に可決、成立している。

　臨時国会に提出された閣法は、人事院勧告に基づく改定を行う「給与法」、

位置情報等の悪用を規制する「ストーカー規制法」および「DV防止法」、更生

保護制度の充実を図る「保護司法」、地方交付税を増額する「地方交付税法」、

高潮の共同予報・警報を創設する「気象業務法」である。通常国会から継続と

なっていた地域医療構想の策定を促進することなどを盛り込んだ「医療法」は、

自民・維新・公明の３党合意に基づく修正を行った上で可決・成立を果たすな

ど、提出された閣法10本および継続１本のすべてが成立した。

　議員立法においても大きな成果を得た。「ガソリン暫定税率廃止法」に関し、

７月に与野党６党国対委員長間において法案の成立と年内の早期実施を実務者

間で検討することで合意した。各党税調会長等の協議において、合意内容の履

行に必要な法案の修正等に取り組み、同法案は財務金融委員会で修正可決され、
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11月25日の本会議において衆議院を通過し、28日の参議院本会議で可決、成立

した。

　国会改革の取組みも進展し、国会の欠席事由に配偶者の出産、育児、看護、

介護および不妊治療に係る通院を明記すること、次国会から40人委員会の員数

を36人に改め、さらに総選挙後の国会において35人に改める等の衆議院規則改

正が行われた。また、予算委員会の基本的質疑における全大臣出席の慣行を改

め総理、財務大臣以外は要求ベースとする運用が始まった。さらに、例年より

も審査日程の確定が前倒しとなり、早期の質問通告も徹底された。

　11月26日に高市総裁は就任後初となる党首討論に臨んだ。政権担当能力をめ

ぐって大局的で骨太の論戦を交わす貴重な場であるにもかかわらず、野党各党

首の発言は国家の基本政策や国家観に関する議論とはかけ離れていた。

　憲法審査会においては、議員任期延長を含む緊急事態条項の創設等に向け、

より具体的な起草の足掛かりとなる条文起草小委員会の設置をわが党から提案

した。一部会派から賛同があったものの、立憲や共産やれいわは条文案に盛り

込む内容につき幅広い合意を得ることが先決であると反対した。

　政治改革については、維新との連立政権合意書に則り、真摯な協議を積み重

ねた結果、12月５日に、衆院議員定数の約１割削減を目標とする「衆議院議員

定数削減法案」を維新と共同で提出した。同９日には企業団体献金に関する「政

治資金関連法案」が審議入りし、各会派による意見表明、法案質疑、参考人質

疑を行った上で与党から採決を求めたところ、野党の合意は得られず結論を得

るには至らなかった。一方で、「衆議院議員定数削減法案」の審議入りを強く

要請したが、「政治資金関連法案」を優先するとして譲らない野党に拒まれ、

継続審議となった。同16日に、自民・維新の党首会談で、次国会で成立させる

方針を確認し、連立政権合意の実現に向けて全力を尽くすこととなった。
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中央政治大学院の活動

　中央政治大学院は、国や地域の将来を担うにふさわしい人材の発掘や育成を

行うため、都道府県支部連合会が運営する政治塾「地方政治学校」との連携や、

時宜にかなったテーマを学べる「まなびと塾」、学生が秘書業務実習を行う「イ

ンターンシップ」の３本柱を軸に精力的に活動を展開した。

　地方政治学校との連携では、各政治学校のニーズに合わせた政策テーマの設

定から講師選定・派遣などを行った。令和７年は約150名の党所属国会議員等

を全国に派遣。また、７つの地方政治学校（茨城・山梨・静岡・広島・熊本・

宮崎・鹿児島）が党本部にて「東京研修」を実施した。

　まなびと塾では、公開講座「第６期まなびと塾～ここでしか学べない世の中

の姿～」を２月～４月に党本部で計３回実施した。中央政治大学院副学院長が

講師となり、多くの一般塾生が来場したほか、全国からオンラインでも受講し

た。

　インターンシップでは、首都圏の学生を対象とした４月～６月の「首都圏第

20期」に15名、10月～12月の「首都圏第21期」に25名の学生が参加。秘書業務

実習に加え、党本部と国会を見学する「永田町ツアー」や国会議員を講師に集

合研修を行った。

　このように、参加しやすく実のある学びの機会を提供する中で、わが党の政

策や活動への理解を広く浸透させた。

　また、一昨年にスタートした、政治家としての国家観、歴史観、世界観など

の土台を作り上げることを目的とした「背骨勉強会」の第２期を開催。有識者

や中央政治大学院役員が講師となり、若手国会議員と非現職支部長を対象に２

月～５月に計７回実施した。加えて、「スポット講座」として、現役アナウン

サーによるコミュニケーション能力向上講座を開催し、若手国会議員と非現職
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支部長が“伝えるから伝わる”話し方について実践的に学んだ。

　さらに、第50回衆議院総選挙で初当選した党所属国会議員を対象に「新人議

員フォローアップ研修」を６月、12月に開催した。中央政治大学院役員らが国

会閉会後や年末年始の活動のあり方を自身の経験を交えて解説し、意見交換を

行うなど、新人議員のニーズに応えるきめ細かな研修となった。

党外交の展開

　ウクライナのみならず、世界各地で局地的な交戦が多発し、国際情勢が不確

実性と複雑性を増す中、４月から10月まで大阪にて158の国と地域が参加した

「大阪・関西万博」が開催され、成功裏に終了した。期間中、約90名を超える

各国首脳・閣僚らと石破茂総理・総裁らが会談するなど、いわゆる「万博外交」

が各界各層で積極的に展開された。

　また10月に就任した高市早苗総理・総裁は、就任早々ASEAN首脳会議等に

出席。６年ぶりに来日した米国トランプ大統領と会談し、その後、韓国にて開

催されたAPECでは韓国の李在明大統領、中国の習近平国家主席をはじめ各国

首脳と相次いで会談した。

　党外交においては、年間を通して党役員および国際局役員と、来日した政府

要人はじめ国会議員団、政党関係者、また各国駐日大使との懇談が活発に行わ

れた。特に８月には、森山裕幹事長の地元・鹿児島を米国大使が訪問したこと

は、両者の関係の深さを象徴する機会となった。

　外国訪問活動では、１月に中国共産党との政党間交流である「第９回日中与

党交流協議会」が約６年３カ月ぶりに北京で開催された。森山幹事長を団長と

する訪中団は２泊３日の限られた時間の中、李強国務院総理、王毅党中央政治

局委員兼外相はじめ中国共産党幹部や政府高官等と相次いで会談し、水産物や

牛肉の輸入再開等、両国間の諸課題や懸案事項について率直な意見交換を行い、
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両党は改めて政党間協議の定期開催の重要性を再確認した。

　今回で第22回目を迎えた「国際政治・外交論文コンテスト」は、「今、日本

に求められる外交力とは」をテーマに論文を募集し、幅広い年齢層から60編を

超える応募があった。特に10代から30代が応募全体の約７割を占めたことか

ら、受賞は逃したものの意欲的な論文を執筆した次代を担う若年層と土屋品子

国際局長はじめ国際局役員との意見交換の場を設け、交流を通じて党勢拡大の

一助とした。

情報調査活動

　情報調査局は、政治に関わる様々な情報を収集している。

　新聞、雑誌、政党機関紙、インターネットなど、各種メディアによる多岐に

わたる情報を収集し、その傾向の把握と深掘りに努めている。

　そして特に、わが党に関する報道については、リスク管理の観点からの情報

収集にも努め、特命事項や調査事項に対応してきた。また、言論機関や各省庁

関係者らと意見交換をすることで、わが党を取り巻く情勢の多角的把握と分析

にも取り組んだ。

　野党対策としては、主要な役職者の政治資金収支報告書のチェック、国会議

員とその周辺の情報を収集し、データを蓄積してきた。さらに、左翼勢力など

と関わる組織・人物についても注意を払ってきた。

　また、情報調査局では、国民からの多様な意見を集約している。わが党に寄

せられる電話、メール、FAXなどによる様々な意見は、政府与党の施策が国

民からどのように認識されているのかを知る貴重な指標である。これらをレポ

ート「国民の声」として集約し、原則として月１回刊行し、関係役員および関

係部署に提供している。

　わが国は、内は物価高や外国人問題、外は中国からの様々な外交安全保障上
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の圧力や、昨年合意したアメリカとの関税交渉への対応など、政治課題が山積

している。自民党は一昨年の衆議院総選挙、昨年の参議院選挙で国民から非常

に厳しい審判を受けたが、これらの課題を解決し国民の負託に応えていくには、

民意が求める政治へのニーズを的確に把握した上で、対策を講じていくことが

重要である。

　こうした認識の下、情報調査局は、今後も世論の動向を注視し、党活動に資

する情報の収集に全力を尽くしていく。

政治制度改革本部の活動

　政治改革本部（渡海紀三朗本部長）では、１月に「禁止よりも公開」の立場

から二つの政治資金規正法改正法案（「公開強化法案」「構成員の意思尊重法案」）

を国会に提出した。また、令和６年の臨時国会で成立した、政策活動費の廃止

や第三者機関の設置等を柱とする改正政治資金規正法について党内の理解を深

めるため、党所属国会議員・都道府県支部連合会・各種団体を対象とする勉強

会を開催した。３月には、「公開強化法案」の基準額を抜本的に引き下げるこ

と等を掲げる実務者合意を公明党・国民民主党と交わした。さらに６月、時代

に即した政治のインフラを築くため「令和版政治改革大綱」の策定を目指し、

有識者ヒアリングを重ねた上で論点整理を行った。

　11月には高市早苗総裁の下、政治改革本部を改組する形で、政治制度改革本

部（加藤勝信本部長）が発足し、選挙制度・政治資金・政治改革・党改革のテ

ーマを扱うこととなった。12月、自民党と日本維新の会の連立合意に基づき「衆

議院議員の定数削減等に関する法律案」と「政党等の政治資金の収入に関する

制度の在り方に係る措置に関する法律案」を国会に提出し、さらに公表基準額

を抜本的に引き下げること等を盛り込んだ「公開強化法案」の修正案を提出し

た。
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行政改革推進本部の活動

　行政改革推進本部では、「規制改革等に関するプロジェクトチーム」「公務員

制度改革等に関するプロジェクトチーム」において提言をまとめ、政府に申し

入れた。

　「規制改革等に関するPT」では、デジタル技術の利活用により、少子高齢化、

地方・中山間地域における課題等の解決に向けて規制改革を推し進め、更なる

社会実装を加速化させるため、「ドローンによる生活必需サービスの確保」「自

動運転バスによる地域の足の確保」「オンライン診療による地域医療の確保」

「インフラ維持管理DXの推進」の４点についての提言を取りまとめた。

　「公務員制度改革等に関するPT」では、公務組織に必要な人材を確保し、職

員がやりがいをもって働くことができるための方策について、公務員の給与水

準の抜本的な見直しやいわゆる「リボルビングドア」の推進などの「緊急的か

つ優先的に対応すべき事項」と、多様な職員が活躍できる魅力ある公務職場の

構築や人事管理、人材育成改革について明記した「継続的かつ戦略的に対応す

べき事項」の２つの観点から提言を取りまとめた。

　なお、行政改革推進本部は、立党40周年の節目にあたる平成７年11月、橋本

龍太郎総裁の下、当時の党則第78条に基づき発足したが、昨年の組織改編によ

り政務調査会に移管されている。

憲法改正実現本部の活動

　憲法改正実現本部では、憲法改正に向けて国民の理解を得るため憲法改正研

修会と国会での具体的な憲法論議を車の両輪と位置付け、積極的に活動を展開

してきた。
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　憲法改正研修会については、都道府県支部連合会の憲法改正実現本部、地域

ブロック単位に設置したタスク・フォース、支部等が中心となって、国民の幅

広い理解を得るため全国各地で積極的に開催してきた。

　国会での具体的な憲法論議については、衆参憲法審査会において衆議院14回、

参議院９回と安定的に議論を行うとともに、衆院憲法審査会の幹事懇談会（11

月27日）において「条文起草等に関する小委員会」の設置を提案した。併せて、

実現本部会議を開催し、憲法審査会での議論の状況を報告するなど、憲法改正

実現に向け実現本部と両院憲法審査会との連携を強化した。

　参議院選挙では、憲法改正の条文イメージとして①自衛隊の明記、②緊急事

態対応、③合区解消・地方公共団体、④教育充実の４項目を示し、「憲法改正

の早期実現を目指す」ことを選挙公約に掲げた。

　参院選後の日本維新の会との「連立政権合意書」（10月20日）に基づき、「憲

法改正条文起草協議会」を設置し、憲法九条、緊急事態条項について議論を開

始した。

　同時に憲法改正実現本部では、研修会用の資料やチラシ等を提供するととも

に、ホームページにおいて関係資料を掲載し、憲法改正について多くの国民の

理解を得られるよう発信を行った。　

東日本大震災復興加速化本部の活動

　東日本大震災復興加速化本部では、令和７年も従来と同じく被災地域の自治

体等との意見交換や現地視察を行った。併せて、関係省庁等から復興施策の進

捗状況について聴取した。

　６月には、これらを踏まえ、「第３期復興・創生期間」に向け、被災地の方々

が安心して復興の課題に取り組むことができるよう「第14次提言」を取りまと

めた。提言では、具体的かつ実効性のある施策を実行すること、十分な財源を
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責任を持って確実に確保していくこと、現場主義と政治のリーダーシップのも

とで復興をさらに力強く推進すること等を柱とし、同月政府に申し入れた。こ

の提言を受け、復興再生利用に用いる除去土壌の呼称が「復興再生土」に決定

され、復興再生土が「使われることが普通」な状況に向けて、官邸や中央官庁

の花壇等での利用が始まった。

　福島国際研究教育機構（F-REI）に関し、本部の下にプロジェクトチームを

立ち上げ、関係者らとの意見交換を重ねるなど緊密な連携を進めた。F-REIが

福島をはじめ東北の復興を実現するための夢や希望となり、わが国の科学技術

力・産業競争力の強化をリードしていくよう引き続き強力に後押ししていく。

国土強靱化推進本部の活動

　国土強靱化推進本部は、防災・減災、国土強靱化の取組みを切れ目なく推進

するため、必要な施策について議論を行い、「第一次国土強靱化実施中期計画」

を策定した。　

　同計画は、改正国土強靱化基本法に基づき、「国土強靱化基本計画」に基づ

く施策の実施について中期的な方針を定めるものであり、令和２年度から実施

してきた「５か年加速化対策」に続く計画として位置付けられ、推進が特に必

要となる施策の事業規模について、今後５年間でおおむね20兆円強程度を目途

としている。加えて、資材価格や人件費の高騰等を踏まえ、今後の予算編成過

程において適切に反映するとともに、施策内容やKPIの精査を継続的に進める

こととしている。

　また、南海トラフ地震対策について、約10年ぶりに被害想定および基本計画

の見直しが行われることを踏まえ、新たに「南海トラフ地震対策検討委員会」

を設置した。

　同委員会では、インフラ整備をはじめ、国民の生命を守る対策や財政面を含
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め、現行の対策全般について幅広く議論を行い、 ｢『南海トラフ地震防災対策推

進基本計画』の策定にあたっての考え方｣ をとりまとめ、その考え方を元に、

７月政府において基本計画が改定された。

2025年大阪・関西万博推進本部の活動

　2025年日本国際博覧会（略称：大阪・関西万博）の開催の年となった令和７

年は、１月23日に大阪・夢洲の万博会場を森山裕本部長が訪れ、遅れが懸念さ

れていた会場建設や海外パビリオン建設の状況等を視察し、各工事が着実に進

展していることを確認するとともに、日本館をはじめとした魅力あるコンテン

ツが多数整いつつあることに大きな期待を抱くことができた。

　開幕を10日後に控えた４月３日には、党本部において「大阪・関西万博開幕

直前イベント」を開催し、日本館名誉館長の藤原紀香氏や催事企画プロデュー

サーの小橋賢児氏をお招きし、トークセッションを行ったほか、民間パビリオ

ンや海外パビリオンの紹介を通じて、党一丸となって開幕に向けた機運を一層

高めた。

　４月13日の開幕以降は、ジャパンデーや各国のナショナルデーなどの様々な

イベントが開催され、９月以降は一日の入場者数が20万人を超える日もあるほ

ど大きな賑わいを呈した。また、約半年に及ぶ開催期間には万博を契機とした

外交やビジネス交流が活発に展開された。

　本部としても盛況のうちに幕を閉じた大阪・関西万博の成果やレガシーをど

のように将来へ継承していくか議論を行い、平成27年から続いてきたその役割

を終えた。
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TPP・日EU・日米TAG等経済協定対策本部の活動

　TPP・日EU・日米TAG等経済協定対策本部（本部長：森山裕衆議院議員）

は、CPTPPをはじめとする経済協定の枠組みの拡大についてのフォローアッ

プを行った。11月には、メルボルンでの第９回TPP委員会に向けて役員会を開

催し、ウルグアイの加入手続きの開始といった最新の交渉状況を確認するとと

もに、わが国への影響を精査した。引き続き、協定の運営に対してわが国がリ

ーダーシップを発揮できるよう政府と協力していく。

北朝鮮による拉致問題対策本部の活動

　北朝鮮による拉致問題対策本部は、拉致被害者ご家族の高齢化が進む中、問

題の風化を許さないとの決意の下、昨年も累次に会合を開催した。政府から、

政府主催シンポジウム等の取組状況や、最近の北朝鮮情勢（各国首脳会談等に

おけるやり取り、弾道ミサイル等の発射等）について説明を受けるとともに、

若年層に向けた広報・啓発活動を強化した。

　併せて、家族会・救う会より運動方針を聴取し、10月には高市早苗総理と家

族会代表が米国のトランプ大統領、ルビオ国務長官と面会し拉致問題の重要性

を訴えるなど、国際世論の喚起も含め、より一層の連携強化を行った。また、

12月10日～16日の「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」には、党所属議員にブルー

リボンバッジの着用を促し、国民の関心喚起に努めた。

　拉致問題は時間的制約のある人道問題である。今後もあらゆる手段を尽くし

制裁措置の厳格な実施を行い、国際社会と結束して圧力を最大限に高めること

で、拉致被害者全員の即時一括帰国の実現を目指していく。また、国連安保理

決議の明白な違反である核・ミサイル開発に対しては、米韓をはじめとする関
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係国・機関との連携を深め、完全廃棄を迫っていく。

GX実行本部の活動

　GX実行本部は、日本のエネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の３つを同

時に実現することを目指してきた。

　２月の会議では、国際情勢や電力需要の増大など、GXに関する将来見通し

が不透明になる中、投資の予見可能性を高めるため、より長期的な視点を提供

する「GX2040ビジョン」について議論した。

　また、内閣第二部会・経済産業部会・環境部会と合同で成長志向型排出量取

引制度を導入する「GX推進法改正案」と製品の脱炭素化を進めるために再生

材の利用を促進する「資源有効利用促進法改正案」について議論し、了承した。

　こうした流れを受け、８月には更なるGXの推進のための概算要求を承認し

た。主な内容は「EV・PHV・FCVの導入支援」「ペロブスカイト太陽電池・

次世代革新炉への支援」「革新的脱炭素製品技術の国内サプライチェーンの整

備」「GXディープテック・スタートアップ支援」となっており、GX投資の加

速化・地方創生2.0の実現に向けた内容となっている。

　12月の会議では、これらのGX関連予算について総額約１兆円の予算につい

て説明を受けた。

　GXは足下30年間の経済の停滞を打破する大きなチャンスである。引き続き

GX実行本部としても予算の着実な執行をフォローアップするとともに、更な

る方策について議論を進めていく。

食料安全保障強化本部の活動

　食料安全保障強化本部（本部長：森山裕衆議院議員）は、４月に「新たな食
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料・農業・農村基本計画の実効性確保のための農業構造転換集中対策の推進等

に関する決議」、５月に「農業構造転換集中対策の実施に向けた緊急決議」を

政務調査会とともにとりまとめた。両決議では、食料自給力の確保や「海外か

ら稼ぐ力」の強化といった方針を示すとともに、新たな基本計画の初動にあた

る令和７年度からの５年間を「農業構造転換集中対策期間」と位置づけ、「農

地の大区画化」「農業用共同利用施設の再編・集約化」「スマート農業」「輸出

促進」などを核に既存予算とは別枠で思い切った規模の予算を確保する必要を

訴え、これを令和７年度補正予算・令和８年度予算に反映させた。また、農業

構造転換のさらなる具体化と推進のため、９月に当本部と政務調査会総合農林

政策調査会の下に「農業構造転換推進委員会」を設置し、令和９年度以降の水

田政策の見直しを見据えつつ、流通の把握や備蓄の在り方といった米・水田関

係政策の見直しに当たった。

安定的な皇位継承の確保に関する懇談会の活動

　令和４年１月、政府が国会に提出した「『天皇の退位等に関する皇室典範特

例法案に対する附帯決議』に関する有識者会議報告」について、衆参両院議長

から議論を進めるよう要請を受け、党として安定的な皇位継承のあり方を検討

するため、令和５年11月に「安定的な皇位継承の確保に関する懇談会」（麻生

太郎座長）を設置して議論を重ね、令和６年４月26日「安定的な皇位継承の在

り方に関するわが党の所見」を取りまとめ、衆参議長に報告を行った。

　その後、衆参議長のもと、天皇の退位等に関する皇室典範特例法案に対する

附帯決議に基づく政府における検討結果の報告を受けた立法府の対応に関する

全体会議が開催され、各党各会派の各論点に対する基本的なスタンスの一致点、

相違点が明確になった。

　昨年は５月21日に第６回の懇談会を開催し、全体会議における各党各会派の
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論点について確認し、今後の対応について協議を行うとともに、６月11日に第

７回の懇談会を開催し、議論の経過、並びに各党各会派の論点についての確認

を行った。

　引き続き、安定的な皇位継承と皇族数確保のため、誠意をもって各党各会派

との協議に臨み、速やかな合意とその実行に全力を尽くす。

日本成長戦略本部の活動

　令和７年10月に発足した高市政権は、リスクや社会課題に対し、先手を打っ

た官民連携の戦略的投資を促進し、世界共通の課題解決に資する製品、サービ

スおよびインフラを提供することにより、更なるわが国経済の成長を実現する

ことを目的に日本成長戦略本部（政府）、日本成長戦略会議を設置した。

　わが党においても、政府の日本成長戦略本部および日本成長戦略会議を党側

で支える組織として、総裁直属機関として「日本成長戦略本部」を立ち上げ、

岸田文雄元総理が本部長に就任した。

　当本部では、高市内閣が成長戦略の柱とする、造船や半導体など17の戦略分

野における官民連携による危機管理投資・成長投資の促進およびこれまで新し

い資本主義実行本部で推進してきた人材育成、賃上げの環境整備、スタートア

ップなど８項目にわたる分野横断的な課題への対応を中心に議論を進めていく

方針としており、11月19日には17の戦略分野に共通する基本原則として徹底す

べき考え方を提言としてとりまとめ、高市早苗総理へ申し入れた。

　また、令和７年度補正予算や令和８年度予算における成長戦略分野の予算折

衝状況についてヒアリングし、必要な予算を獲得できるよう後押しした。
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外国人政策本部の活動

　人口減少が進行する中、外国人材受入れと地域社会の在り方は、わが国社会

の将来を左右する国家的課題である。他方、外国人就労者・観光客の増加で、

一部の外国人による違法行為や社会保障制度の不適切利用等が国民の不安を招

いている。

　ルールを守らない外国人には厳格に対応し、国民の安心と安全につながる外

国人政策を進めることが必要との認識の下、昨年５月に政務調査会に「外国人

との秩序ある共生社会実現に関する特命委員会」（委員長：小野寺五典政務調

査会長）を発足させ、第一次提言を取りまとめた。

　10月の高市政権発足に伴い、外国人政策を総合的・横断的、かつ強力に推進

するため、新たに党則79条に基づく総裁直属機関として「外国人政策本部」（本

部長：新藤義孝組織運動本部長）に格上げし、３つのPT（出入国・在留管理

等の適正化・外国人受入れ／外国人制度の適正化等／安全保障と土地法制）を

設置。年末に中間的な論点整理を行った。

　外国人政策は多岐の分野に渡る。既存の法・制度の適正化により国民の安心

と安全を確立するとともに、持続的な経済成長を実現し、世界から選ばれる日

本となるため、様々な観点から議論を深め、政府への提言につなげていく。

党紀に関する活動

　党紀に関しては、第27回参議院選挙に党一丸となって勝利に向かう態勢を構

築すべく、規律保持に努めたところである。

　離党に関しては、薬師寺道代元参議院議員を４月25日付で、泉田裕彦元衆議

院議員、和田政宗元参議院議員を12月10日付で、宇都隆史元参議院議員を12月
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18日付でそれぞれ了承した。復党に関しては、鈴木宗男元参議院議員を６月20

日付で了承した。

　本年も引き続き、なお一層の規律保持の徹底を図る。

異動・物故者

　昨年の党所属国会議員の異動は下記のとおりであり、令和７年12月31日現在、

衆議院195名、参議院100名の計295名であった。

　また、昨年鬼籍に入られた元議員に対し、心よりご冥福をお祈り申し上げる。

＜参考資料＞

〇党所属国会議員の異動

　１月　広瀬　　建　衆議院議員　入党

　　　　三反園　訓　衆議院議員　入党

　　　　小川　克巳　参議院議員　当選（繰上げ）

　４月　西村　康稔　衆議院議員　党員の資格復活

　７月　第27回参議院選挙で39名が当選

〇元議員逝去

　２月　西本　勝子　元衆議院議員

　３月　斎藤　十朗　元参議院議員

　４月　湯川　一行　元衆議院議員

　　　　岩井　國臣　元参議院議員

　５月　田浦　　直　元参議院議員

　６月　鈴木　正孝　元参議院議員

　８月　釜本　邦茂　元参議院議員
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　　　　河本　三郎　元衆議院議員

　９月　松村　龍二　元参議院議員

　　　　狩野　　安　元参議院議員

　10月　田中　昭一　元衆議院議員

　11月　赤石　清美　元参議院議員

　　　　河本　英典　元参議院議員
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